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ついて, 例えば, 渡辺 (2014) は,「商業まちづくり政策とは, 地域商業の問題を
中心に捉えながら, 経済的側面だけではなく, 社会的・文化的側面を含めた地域コ
ミュニティのあり方に関する構想ないし計画, およびそれらの実現に向けた地域住
民を巻き込んだ運動や活動として捉えることとする｣ と説明している (渡辺 2014,
2 頁)。
(３) 加藤・石原編著 (2009), 4 頁。なお,「地域商業｣ については, より簡潔に
「都市ないし地域の市街地に所在する小売業者, あるいは彼らが提供する商業サー
ビス｣ というようにも説明されている (渡辺 2014, 2 頁)。
小売商業政策における
振興・調整政策体系の形成過程























わが国におけるこれらの (調整政策にかかる－筆者注) 法律は, 一般





(４) 石原 (2011), 56頁より。石原 (2011) は,「この理解は, 久保村隆祐・田島義
博・森宏『流通政策』中央経済社, 1982年の中で田島が提示したが, その後のテキ
ストは例外なくこの枠組みを継承している｣ としている。例えば, 石原・池尾・佐
藤 (1989), 渡辺 (2003) 等は, この枠組みを採用している。
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(６) 田島 (1982), 62頁。なお, こうした視点は, 別の箇所においても, さらに一
貫したものとして整理されている。例えば,「調整政策と保護政策は往々にして同
一視されるが, これは必ずしも正しくない。調整政策はあくまでも競争原理の上に
たって, というより, むしろ, 大企業と中小企業の間の競争を可能ならしめるため
に, 競争条件の補正を行おうとするのに対して, 保護政策は競争を可能な限り遮断
することによって, 中小小売業を温存しようとするものである。換言すれば, 調整










役割を果たしていること, そして, 流通産業を考える場合には,「経済効率性｣ だ
けではなく「社会的有効性｣ にも十分に配慮する必要があることを提示している
(通商産業省産業政策局・中小企業庁 1983, 19頁)。
(８) 石原 (2011), 5758頁。また, 石原 (2014) はより直接的に,「私は, 戦後の流






















はないかと考えるようなった｣ としている。(石原 2014, 46頁)。
(９) 流通政策の区分の仕方については, 論者に応じて, また, 取り上げようとする
主題に応じて, 様々な捉え方がなされる。本稿では,「流通近代化｣ 時代の流通政
策を, その政策対象の視点から, 大きく以下の 4つ, すなわち, 商業構造の観点か
らの政策として, ①「卸売商業政策｣ と②「小売商業政策｣, 流通機能の観点から
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(10) 村上 (2017), 16頁。なお, 村上 (2017) は,「競争政策｣ について,「市場の
自律調整機能を信頼し, その競争機能を活用しようとする政策｣ と説明している
(村上 2017, 16頁)。


























そして, 1933年 4 月に制定された「商業組合法」にあわせて, 同年に百貨
小売商業政策における振興・調整政策体系の形成過程（室裕史)
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(12) 石原 (2009a), 4 頁。
(13) 来生 (1999), 18頁。
(14) 石原 (2009b), 66頁。
店商業組合が設立され, 先の自制協定がこの組合の営業統制規程とされた。
この時点で, 加盟店は24店に増加しているが, こうした経緯の中で, 加盟店
が営業統制規程に従うことで, 業界の秩序の形成がはかられたのである。
(15)
しかしながら, 組合による統制には, 2 つの限界がみとめられるようにな
る。 1つは, そもそも, この自制協定は, 百貨店企業の新規開業には効力を
有していなかったということである。このため, 自制協定に基づく自主統制
下においても, 各地に新規企業の開設が続けられていった。もう 1つが, 組
合は任意加入であり, 非組合員に対する強制力はなかったということである。
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(15) 以上の記述は, 通産省企業局商務課編 (1959), 23 頁による。
(16) 以上の記述は, 通産省企業局商務課編 (1959), 34 頁による。
(17) 来生 (1999), 20頁。
禁法」とも呼ばれる1947年制定当初の独占禁止法は, 米国の反トラスト法を

























とされている (来生 (1999), 2325頁)。
(19) なお, これに先立つ1946年に制定された「持株会社整理委員会令｣ のもとで進
められた財閥解体も含め, こうした一連の初期の占領政策の基本目的は,「経済民
主化｣ と同時に, むしろ, 日本の武装解除と非軍事化にあったと指摘されている。




る｣ としている (来生 1999, 19頁)。
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うなことがありまして｣ (通産省企業局商務課編 (1959), 12頁)。
(21) 通産省企業局商務課編 (1959), 1112頁。なお, この百貨店法の廃止法案の可







のもとで, 一旦は, その使命を終えたものと捉えられ, 廃止に至ることにな
るのである。


















れるがゆえに, 次の如き附帯決議を附して, 原案の通り, これを可決すべきものと
議決した次第である。／附帯決議：百貨店営業取締に関しては, 次の国会において
適当なる法的措置を講ずること｣ (通産省企業局商務課編 (1959), 1112頁)。
このように, 国会においては, 百貨店法廃止についての反対意見も多かったとさ
れるが, そうした中で, ひとまずは, 戦後の経済体制の転換に沿う方向での対応が
とられたものと捉えられる。
とした体制が導入された。
しかしながら, その後, 間もなく, 独占禁止法は緩和の方向へと向けられ
ていく。その要因の 1つは, 東西の冷戦の開始であった。その過程でアメリ
カ政府内部においても, 過度に厳しい集中排除を緩和すべきとの意見が主流
になってくる。そして, それに伴って, 対日占領政策も, 日本の徹底した非
武装化を目標とするものから, 日本経済の復興自立へと転換していったので
ある。このことから, まず, 1949年に, 事業会社の株式保有や合併等による
企業集中に関する独占禁止法の緩和改正が実施された。
(22)













ここでは, 再販売価格維持行為, 不況カルテル, 合理化カルテルの 3つの新
たな適用除外の創設をはじめ, 大きく 8 項目にわたる緩和が実施されてい
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(22) 以上の記述は, 来生 (1999), 26頁による。
(23) 来生 (1999), 28頁。
(24) 来生 (1999), 28頁。
(25) こうした改正について, 公正取引委員会は「市場構造を重視する規制から企業
の市場行動を重視する規制へ重点を移したものとして, 競争政策の後退として (消
極的に－筆者注) 評価｣ する一方で, 通産省は「戦後経済の経験に照らして, その
実情にあわせて調整したものという基本認識を前提にして, 独占禁止法の基本原則
を守りつつ, 行き過ぎとなりがちな改正の動きを予防し, 独占禁止政策を定着させ

















ととなったのである。また, その一方では, 中小小売商業も, ヤミ市から青






(26) 来生 (1999) は, この改正の要点を,「①カルテル的共同行為の禁止規定 ( 4
条) の削除, ②統制団体の設立加入の禁止規定 ( 5 条) の削除, ③不当な事業能力
の較差の排除規程 ( 8 条) の削除, ④ 4条削除に準じた国際カルテルの禁止の改正
( 6 条), ⑤持株会社の設立の禁止 ( 9 条) と金融機関による株式保有の制限, 役員
兼任, 合併等の規制を, 一定の取引分野における競争を実質的に制限しない限り認
めるよう緩和, ⑥不公正な競争方法の規定 ( 5 章) を, 不公正な取引方法と名称を
変更し, その定義規定 ( 2 条 7 項) を改正して, 不公正な取引方法について法律で
直接定める方式を改め, 法律が概括列挙した行為を具体的に公正取引委員会が指定
する方式に変更, ⑦新たな適用除外として, 再販売価格維持行為 (24条の 2 ), 不
況カルテル (24条の 3 ), 合理化カルテル (24条の 4 ) の創設, ⑧事業者団体法の
廃止と, 字義用者団体の活動規制を中心とする 8条, 8 条の 2の新設｣ の 8項目に
整理している。(来生 (1999), 31頁)。
(27) 以上の記述は, 来生 (1999), 3536頁による。
(28) 村上 (2017), 66頁。

















前に発達した食料品中心の共同店舗であるが, 例えば, 大阪市では, 1946年
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(30) 藤岡 (2004), 196頁。






























(32) 石原 (2009b), 68頁。
(33) 石原 (2009b), 68頁。
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買取商品の不当返品, ②納入後の不当取引, ③不当な委託仕入, ④特売廉売
用商品の不当買叩き, ⑤特別注文品の納入拒否, ⑥手伝店員の不当使用, ⑦













(37) 通産省企業局商務課編 (1959), 1819頁。





(39) 以上の記述は, 通産省企業局商務課編 (1959), 1823頁による。
関係における問題であった。一方で, 中小小売商との対立を生じさせるよう























るため,「第 2 次百貨店法｣ と呼ばれる。ここでいう「百貨店｣ とは, 物品
販売業を営むための店舗のうち, 同一店舗で床面積の合計が 1500m2 以上
(政令指定都市では 3000m2 以上) のものである。第 2 次百貨店法では, こ
甲南経営研究 第60巻第 1・2号 (2019.10)
203
(40) 通産省企業局商務課編 (1959), 2324頁。
(41) 通産省企業局商務課編 (1959), 25頁。



























第 3が, 百貨店審議会等地元の意見を徴する枠組みの導入である。これは, 手続き
の民主化を目的とするものとして捉えられている (石原 2009b, 70頁)。
(44) 以下で確認していくのは, 通産省企業局商務課編 (1959) の「第 3章 百貨店





















が, 百貨店業者は, 広大な店舗と巨大な資本力とを擁しており, 中小商
業者は, これと対等な立場で競争していくことは, 非常に難しいのが現
状である。したがつて, 百貨店業者のこれ等の競争をそのまま放任して
おいた場合, 中小商業者の受ける影響は, はかりしれず, この為に経営
不振に陥るものも出てこようし, 又新たに小売業の開業さえ困難になる
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(46) 通産省企業局商務課編 (1959), 3435頁。





















































また, 再販売価格維持制度についても, 例えば, 久保村・田島・森 (1982), あ
るいは上原・小林 (1977) においては, 中小小売商に対する保護政策に位置付ける
視点がみられる (久保村・田島・森 1982, 92頁, 上原・小林 1977, 213頁)。
なお, ｢小売商業調整特別措置法｣ については, 石原 (1994) を参照｡
(49) 通産省企業局商務課編 (1959), 1 頁。















民経済を健全にし, 及び発達させ, 経済力の集中を防止し, 且つ, 企業を営
もうとするものに対し, 公平な事業活動の機会を確保するものであるのに鑑
み, 中小企業を育成し, 及び発展させ, 且つ, その経営を向上させるに足る
諸条件を確立すること｣
(50)


































(51) 以上の記述は, 中小企業庁編 (1973), 67 頁による。





会編 (2011), 150頁) というように捉えられている。
(53) 以上の記述は, 中小企業庁編 (1973), 17頁による。
(54) 石原・通商産業政策史編纂委員会編 (2011), 151頁。
(55) 石原・通商産業政策史編纂委員会編 (2011), 150151頁。なお, この後にみる
商店街施行組合法の制定後のデータとなるが, 1968年においては, 任意団体を含む
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(56) もちろん,「中小企業協同組合法｣ と同じく, これらの時期を通して, その他
の中小企業政策も, 随時, 中小小売商に適用及び利用されている。例えば, 1958年
には, 中小企業の安定政策として「中小企業団体の組織に関する法律｣ が制定され
たが, この法律をもとに, 卸売業及び小売業でも 9業種, 19組合が新設されたとさ
れている (中小企業庁編 1973), 4042頁)。





















































等協同組合法｣ における事業協同組合との比較から, 次のような 6つに整理
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(59) 全日本商店街連合会編 (1962), 12 頁。
(60) なお, その後の実際の組織化率については, なお, この法律制定の 6年経過後
のデータとはなるが, 1968年において, 任意団体も含む全商店街組合数8,171組合
中,「商店街振興組合｣ の組織化率は8.9％ (707組合) であった。また, 先にみた
ように, この時点での「商店街協同組合｣ のこの時点での組織化率は4.6％ (373組






























(61) 以下の 6項目は, 全日本商店街連合会編 (1962), 2127頁に基づき, 整理した














但し, あわせて確認されたように, 商店街振興組合法の成立は, 中小小売
商側からの働きかけもうけながら実現したものであった。その意味からすれ
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(63) 全日本商店街連合会編 (1962), 16頁。






















第 1 が, 輸入その他対外経済取引の









(65) 以上の記述は, 中小企業庁編 (1963), 2324頁より。
(66) 三村 (2009), 86頁。
(67) 中小企業庁編 (1963), 24頁。



















的地位の向上に資することにある｣ (第 1 条) とされている。
そして, この目的を達成するために, 国が講ずべき方向づけとして,「①
設備の近代化, ②技術の向上, ③経営管理の合理化, ④中小企業構造の高度
化, ⑤取引条件の不利の補正, ⑥需要の増進, ⑦事業活動の機会の適正な確
保, ⑧労働関係の適正化と従業員の福祉の向上および労働力の確保｣ (第 3
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(69) 中小企業庁編 (1973), 76頁。
(70) 中小企業庁編 (1963), 101頁。















構造の高度化｣ (第 2 章) に関する施策を定めた規程の内に「商業及びサー
ビス業｣ に一条が充てられ,「国は, 中小商業について, 流通機構の合理化
に即応することができるように, 第 9条 (設備の近代化－筆者注) または第










(72) 中小企業庁編 (1963), 101頁。
(73) 中小企業基本法第14条第 1項。なお, 本稿では詳述しないため割愛するが, 第










項は, 一般の施策に加えて, 中小商業者について, 経営形態の近代化を
図るよう規定している｣。
(74)
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(75) 中小企業庁編 (1963), 158頁。
(76) 中小企業庁編 (1963), 158159頁
「わが国の小売り商業においては, 常用労働者を使用しない個人商店が
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(78) なお, 本文では「制定｣ としているが, 正確には, 1961年の「中小企業振興資
金助成法｣ の改正に伴い名称変更されたものである。(中小企業庁 1978, 62頁)。
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(81) また, この改正によって, 1963年から継続している「共同施設設置資金｣,「卸
売業店舗集団化資金｣,「小売商業店舗共同化資金｣ の増額もあわせて実施された。
なお, 中小企業庁 (1978) では, 左記の「卸売業店舗集団化資金｣ は,「商業集団
化資金｣ と記載されている (中小企業庁 1978, 83頁)。ここでは, 先の記述との関
係から, ひとまず,「卸売業店舗集団化資金｣ の名称をそのまま用いて記述してい
る。
(82) また, この改正によって,「中小企業共同工場建設貸与制度｣ の創設や, その
他の貸付対象の追加, 償還期間の延長等の改正が行われている。あわせて, 協業資
金等の組合への積み立てに対して課税の特例を認める「中小企業構造改善準備金制






































通商産業政策の観点からも検討が進められていった。それが, 1964年 4 月に
設置された産業構造審議会流通部会による一連の検討であった。
この検討は, 1964年 5 月に通商産業大臣が行った「流通機構の近代化のた
めに, いかなる対策が必要か｣ という諮問に対する審議として行われたもの
で, その内容は, 産業構造審議会流通部会からの「中間答申 (中間報告)｣
の形で提示されていった。その内容 (タイトル) と公表時期は, 以下のとお
りである。
(83)
第 1 回 『流通機構の現状と問題点』1964年12月
第 2回 『流通政策の基本的方向』1965年 4 月
第 3回 『小売商のチェーン化について』1965年 9 月
第 4回 『卸総合センターについて』1965年12月
第 5回1『物的流通の改善について』1966年10月
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(83) 第 5 回までのリストは, 石原・通商産業政策史編纂委員会編 (2011), 155頁に
よる。
第 5回2『流通金融の改善について』1966年10月
第 6回 『流通近代化の展望と課題』1968年 7 月
第 7回 『流通活動のシステム化について』1969年 7 月
第 8回 『流通近代化地域ビジョン』1970年 8 月
第 9回 『1970年代における流通』1971年 7 月












ム化政策｣ の 2つに区分しうる。そして, さらに前者の「商業近代化政策｣
については,「卸売商業政策｣ と「小売商業政策｣ に, また, 後者の「流通
システム化政策｣ は,「物流システム政策｣ と「流通 (情報) システム政策｣
に区分して捉えうる。
本稿では, この一連の審議のうち, 小売商業政策に焦点を絞りつつ, その
後の振興・調整政策体系の整備につながっていく点を中心に, 当時の認識を





6 回中間答申 (『流通政策の展望と課題』。以下, 同じ) の内容か
ら確認していく。
1968年 7 月に「流通近代化の課題と展望｣ というタイトルのもとに公表さ
れた第 6回中間答申における全体的な問題意識は, その「はしがき｣ に確認
することができる。




単に, 一活動分野, 一事業の近代化のみに止まらず, その全体を体系的











以上のような, 基本的な要請に加えて, 最近では, 2 つの観点から,
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(84) 石原・通商産業政策史編纂委員会編 (2011), 160頁。また, 三村 (2009) は,
第 6 回中間答申について,「流通近代化政策の基本的考え方と全体的枠組みが整え
























(85) 通商産業省企業局編 (1968), 1 頁。
(86) なお, ここでは, 本稿の視点から, 本中間答申が示した方向性を以下の 3つで
整理しているが, 報告書内の記述においては, その後 5年間の課題と方針として,
次の 4点に整理されている。まず, 第 1の課題が, 流通機能担当者の強化と近代化
の必要性である。この課題に向けて, 組織化・協業化, 経営方式および施設の近代
化, 労働力の確保と人材の教育を進めるべきことが示されている。第 2が, 市場条
件の整備の必要性である。ここで課題とされたのは, 競争条件の格差や調整である。
この課題に向けて, 取引慣行および取引体制の適正化を進めるべきであることが示
第 1が, 小売業における流通近代化の 1つ方向性として, 事業規模の「大
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いる (通商産業省企業局編 1968, 8183頁)。
(87) 通商産業省企業局編 (1968), 67頁。
(88) 以上の記述は, 通商産業省企業局編 (1968), 24頁, 3439頁, 5558頁, 67頁,
7677頁の記述に基づく。
(89) 通商産業省企業局編 (1968), 67頁。
(90) 通商産業省企業局編 (1968), 83頁。
別に急速な大規模化をはかるのは多くの場合困難である。このような状
態を前提として規模の利益を実現するには, 生産者, 中間加工業者, 卸




ランタリーチェーン化, ②小売商の店舗共同化 (寄合百貨店, 寄合スーパー,
総合市場等), ③商店街の再開発あるいは新しい建設, ④卸売集団化 (卸総










(91) 通商産業省企業局編 (1968), 83頁。
(92) それぞれの形態の「今後の重点｣ として, 次のように述べられている｡「①ボ
ランタリーチェーン化については, その数を増やすのもさることながら, その質的























以上のように, 1968年 7 月に提示された第 6回中間答申においては, 流通
産業の構造変化とともに資本の自由化と消費者物価問題への対応という当面
の課題の中で流通近代化の必要性を捉えつつ,「大型化｣ と「組織化・協業




1968年 7 月に第 6回中間答申が出された後, 1969年 7 月の第 7回中間答申
(『流通活動のシステム化について』。以下, 同じ) の提出を経て, 1970年 8
月に出されたのが第 8回中間答申 (『流通近代化地域ビジョン』, 以下, 同じ)
であった。
第 8回中間答申は, 第 6回中間答申で整理された流通近代化政策の方向性
と枠組みを各地域の特性に落とし込み, それぞれの地域での流通近代化の方
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(93) 通商産業省企業局編 (1968), 88頁。
(94) 通商産業省企業局編 (1968), 88頁。
向付けを行うための政策の整備を提示したものである。その前文では,「流


























(95) 通商産業省企業局編 (1970), 1 頁。




























合センターに対する指導の強化｣ である。(通商産業省企業局編 1970, 6570頁)。










こうして, 特に小売商業政策についていえば, 第 6回及び第 8回中間答申






(99) 日本商工会議所商業近代化委員会 (1971), 3 頁。なお, 同報告書では, 商業
近代化地域計画の策定の手法として, 調査・分析手法をはじめとした詳細なマニュ
アルが整理されている。
(100) この「商業近代化地域計画｣ は, 具体的には, 1970年に中小企業庁から日本商
工会議所への委託事業合として開始された。その後, 1975年には「実施計画策定事
業｣, 1984年には「ローリング事業｣ と「フォローアップ事業｣ が追加され, 1990
年度まで継続されていく。そして, この間, 基本計画は241地域, 実施計画は105地
域, ローリング事業とフォローアップ事業は24地域で策定されたとされる (石原・
通商産業政策史編纂委員会編 (2011), 183頁。




渡辺 (2014), 矢作・川野・三橋 (2017) にもみられるところである。石原・通商




できない｣ (石原・通商産業政策史編纂委員会編 2011, 187頁) としているが, 今
後の検証が求められているものといえよう。なお, 矢作・川野・三橋 (2017) は,
そうした課題への一つの取り組みとして捉えられる。
54. 第 9 回中間答申に提示された新たな論点




身から提示される。それが, 1971年10月に出された第 9 回中間答申 (『70年











しかしながら, その内容をみると, 第 6回中間答
甲南経営研究 第60巻第 1・2号 (2019.10)
235
(101) 通商産業省企業局編 (1971a), はしがき。
(102) すなわち, まず, 全面的な見直しを必要とさせるような「新たな情勢｣ に関し
ては, 中間答申内の直接的な記述では「70年代の流通を規定する諸条件｣ として,
「①経済成長と物的流通の増大, ②労働需給のひっ迫, ③引続く物価上昇, ④生産・
需要構造の変化 (サービス支出の増大等に代表されるニーズの変化とそれに対する
生産対応の変化等), ⑤コンシューマリズムの台頭, ⑥社会資本の整備と地域経済
構造の変貌 (流通をめぐる環境条件の変化等), ⑦情報化の進展, 生産・流通の連




の「組織化・協業化｣ の推進, そして, より大きくは「一定の地域を対象とした広
域的な流通の配置計画の検討｣ (商業近代化地域計画の促進) が挙げられている。
これらについて, もちろん, 第 6回中間答申からの相違はみとめられるものの,
基本的には, 第 6回中間答申で整理された課題や方向性に沿うものとも捉えられる
ものである｡ このため, 本稿では, 内容そのものの変化に着目し, 検討を行うこと
としたものである。
申にはみられなかった大きな課題が, 第 9回中間答申には加えられている。















しかしながら, こうした「大規模小売店｣ は, 実際の営業においては, 看











制を受けないこととなる｣ 通商産業省企業局編 (1972), 7879頁。
同様の店舗を保有するにもかかわらず, こうした ｢大規模小売店｣ が規制か
ら除外されることに対する反発も示されていた。
これが, 当時, 顕在化してきていた「擬似百貨店問題｣ であった。しかし
ながら, その対応については, いわゆる先送りのような状態が続いていたの
である。その背景として, ここでは, 次のような 2点を確認しておく。
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(104) 以上の記述は, 通商産業省企業局編 (1972), 3 頁による。




















1968年 6 月 7 日付の通達により, ｢疑似百貨店に対し, 百貨店法の営業許可







(106) 中内・御厨 (2009), 269270頁。
(107) なお, 調整法としては, 百貨店の他, 小売商業調整特別措置法の適用可能性も
あり得たが, 実際に活用されることはなかった。この経緯については, 石原・通商
産業政策史編纂委員会編 (2011), 3132頁参照。
(108) 通商産業省企業局編 (1972), 81頁。
それは, 第 6回中間答申が公表される 1カ月程度前のことであった。すな
わち, 第 6回中間報告が出された丁度その頃には, 通商産業省が政策対応を
とらねばならないほどに, 疑似百貨店問題が顕在化し始めていたのである。
その後さらに, 1970年 9 月28日付の通達により, ｢①特定店舗を
(109)
有する企
業が, 店舗を新増設する際には, 事前に通商産業局に届け出ること, ②店舗
の新増設, 広告, 廉売, 休日, 営業時間等について, 地元と十分に調整を行

















72社が加盟する日本チェーンストア協会が発足したのは, 1967年 8 月であっ
た。そして, スーパーの最大手とされたダイエーが, その中間決算において




それらの店舗面積の合計が 1500m2 (東京都区部および政令指定都市では 3000m2)
以上であり, かつ各企業の店舗面積は 1500m2 (3000m2) 以下のもの (従って, 百
貨店法の適用対象とならないもの) をいう｣ とされる (通商産業省企業局編 1972,
5354頁)。
(110) 通商産業省企業局編 (1972), 81頁。
(111) 通商産業省企業局編 (1972), 34頁。
(112) 通商産業省企業局編 (1972), 5455頁。
三越を追い抜いて小売業界売上高第 1位となったのが1972年 8 月である。
(113)
こ
のように, 1960年代においては, 第 2次百貨店法の規制が存続されていたに
も関わらず, スーパー等の大型店舗は着々と出店を続け, 成長を果たしてい










こうした観点からすれば, 1960年代は, まさに「大規模化｣ と「組織化・
協業化｣ がともに進展した時代であったといえる。その意味で言えば, 1960
年代は, まさに第 6回中間答申が提示したような意味での「流通近代化の時






もまた顕在化する。そして, 同時に, 実質的な「大型化｣ と「組織化・協業
化｣ の併存を背景に成立していた「近代化｣ 概念は, その見直しを迫られる
小売商業政策における振興・調整政策体系の形成過程（室裕史)
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(113) 矢作 (2004), 235238頁。
(114) なお, 調整法としては, 百貨店の他, 小売商業調整特別措置法も存在したが,
これらの問題に関して, 実際に活用されることはなかったことは, 先に確認したと
おりである。
(115) 「近代化｣ 概念の捉え方については, 三村 (2009), 94頁参照。








を中心に, 第 9回中間答申の特徴を整理してみると, 次のような 3点が挙げ
られる。
第 1 が,「流通近代化｣ の意義の再確認と「最適調和｣ を追求することを
目的とした「流通近代化ビジョン｣ の確立の必要性の強調である。ここには,
一方では実質的な意味での調整を導入しつつ, 一方では近代化を実現してい
く, こうした課題を満たすことができる「流通近代化｣ 概念の模索, あるい
は「流通近代化政策｣ の方向性の模索があらためて開始されている様子がう
かがえる。
第 2が, その具体的な方向性の一つとしての「市場の高度化｣ の強調であ
る。第 9 回中間答申においては, その「当面の課題｣ として,「スケール・
メリットの追求｣,「合理的な分業・補完体制の確立｣,「システム化の推進｣,
「中小商業近代化の推進｣ を挙げているが, ここには, 当時みられた多様な
主体を考慮したうえで, その機能分担や相互関係のもとに, 流通部門におけ
る市場構造の改善や高度化を目指そうという志向がみてとれる。
第 3に, 特に小売商業政策の観点から強調される特徴が, 地域単位での機
能分担と適正配置を論点とする「商業近代化地域計画｣ の充実・強化の強調
である。ここでは, 社会資本の拡充とあわせて, 多様な商業施設や関連施設





が提示されているが, その政策方針の特徴について, 次の 3点を挙げておく。



















には, そのような大規模店新増設について, 勧告, 措置命令等を発動しうる
余地を残しておくことも示されている。
(117)
第 3 が, 中小小売商に対する振興政策の強化・拡充の強調である｡「流通
小売商業政策における振興・調整政策体系の形成過程（室裕史)
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(116) 通商産業省企業局編 (1972), 84頁。
















④営業時間, 休日等の行為規制については, 新しい事態に配慮しつつ, な
お, これを存続する。
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(118) 通商産業省企業局編 (1972), 88頁。









そうした中で, 最終的には「事前届出制｣ が「事前審査付届出制｣ とされる
こととなったが, その他は概ね答申に沿った内容で整理された。その結果,
「大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律｣ が1973年
9月に成立し10月に公布, 1974年 3月 1日から施行された。なお, これに伴っ
て, 第 2次百貨店は廃止されている。







発展に寄与すること｣ (第 1 条) が目的とされたもので, その中心は,「商店









(120) 石原・通商産業政策史編纂委員会編 (2011), 37頁。
(121) 久保村・田島・森 (1982), 68頁。














確認してきた｡「日本の流通政策は, 大きく振興政策と調整政策の 2 本の柱
から構成される｣。こうした枠組みは, 先駆的には, 久保田他 (1982) の中
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(122) 石原・通商産業政策史編纂委員会編 (2011), 188頁。また, この点は, 第10回
中間答申の方針の一つとして提示された「中小小売商政策の強化・拡充｣ の方向性
にも沿ったものであった。なお, ここで「緩和改正｣ とは,「許可制｣ から,「事前
審査付｣ とはされたものの「届出制｣ へと変更されたことを指している。

















第 1は, 競争政策と小売商業政策との関係である。本稿では, 特に, 同時
期の競争政策の展開に留意して確認を進めたが, このことにより, 小売商業
政策の展開の背景に, 大きく競争政策の展開を捉えうることを確認した。
第 2が, 中小企業政策と小売商業政策の関係である。例えば, 中小企業基






































第 3は, 本稿の検討範囲に関する課題である。今回は, 振興・調整政策体
系の形成過程を対象とした確認を行ったが, 当初に提示したとおり, 本稿の
作業は, 戦後の振興・調整政策の時代において, 日本の小売商業者が「流通
近代化｣ のみではなく, いかに「地域商業｣ として地域や都市との関わりを
持ってきたのか, そして, 各種の政策がそこにどのような関わりを持ってき






本稿は, 文部科学省科学研究費助成事業 (基盤研究Ｂ) (課題番号 16H03674) に
よる助成を受けて作成されたものである。






石原武政 (2009a)「戦後流通政策の背景｣, 石原武政・加藤司編著 (2009) 『シリーズ
流通体系(4) 地域商業の競争構造』, 中央経済社, 136頁。
石原武政 (2009b)「復興期の保護政策｣, 石原武政・加藤司編著 (2009) 『シリーズ
流通体系(4) 地域商業の競争構造』, 中央経済社, 6583頁。





2000第 4 巻』, 経済産業研究所。
上原征彦・小林逸太 (1977)「流通行政｣, 田島義博編著『流通読本』, 東洋経済新報
社, 199229頁。
加藤司・石原武政編著 (2009)『シリーズ流通体系(4) 地域商業の競争構造』, 中央
経済社。

















通産省企業局商務課編 (1959)『百貨店法令の解説 (改訂)』, 一橋書房。
通商産業省産業政策局・中小企業庁編 (1983)『80年代の流通ビジョン』, 通商産業調
査会。





三村優美子 (2009)「商業近代化政策｣, 石原武政・加藤司編著 (2009)『シリーズ流
通体系(4) 地域商業の競争構造』, 中央経済社, 85104頁。





甲南経営研究 第60巻第 1・2号 (2019.10)
249
